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【要約】 

本研究では，大学生を対象とした自然災害・防災教育に関する実態調査の結果をもとに，中学校

理科において自然災害のメカニズム理解と防災意識の向上を目指したカリキュラムの開発を行い，授

業実践を通してそれらの有効性を検討した。実態調査では理科という教科の枠組みの中で防災教育を

推進する重要性を理解しながらも，これまでの経験の無さから具体的な授業構成をイメージできない

ことが明らかとなった。この課題を踏まえ中学校理科で扱われる「地震・火山災害に関する授業」

「気象災害に関する授業」を通して理科における防災に関する基本的な学習が可能なカリキュラムの

開発を行った。また，カリキュラムを実施するために「液状化」「台風」を題材とした教材を開発し

た。「地震・火山災害に関する授業」の実践では，液状化のメカニズムを理解し，防災の手立てを考

えることで防災意識を向上させることができた。「気象災害に関する授業」の実践では，台風の進路

の決まり方について理解し，日本に近づきつつある台風を様々な情報を用いながら予測する活動を通

して，防災に対して積極的な姿勢を養わせることができた。 

 

１ 研究の背景と目的 

日本は世界全体の約 0.3％の国土面積しかない

にも関わらず，地理的・地質的な特徴から地震や

火山活動，台風，豪雨，豪雪など，多種多様な自

然災害が発生しやすい国土となっている。 

世界銀行の調査によると，日本は地震や津波，

洪水など複数の自然災害に世界で８番目に襲われ

やすいという結果１）であり，日本での災害発生

状況を世界と比べてみると，全世界で起こったマ

グニチュード６以上の地震の約 20％が日本で生

じ，自然災害による被害額も約 12％を日本が占

めている２）。このように日本は自然災害大国であ

るため長年，防災対策に力を入れ続けてきた。し

かしながら，2011年に発生した東日本大震災で

甚大な被害を受けたことにより，耐震や堤防など

のハード面の対策とともに，国民一人ひとりの防

災意識を高めることに主眼を置いた防災教育を重

層的に組み合わせていく必要性が強調された３）。 

学校教育における防災教育は理科教育，社会科

教育，総合的な学習の時間などで進められること

が想定されている。その中でも自然事象を学問の

対象としている理科教育が中心となって防災教育

を積極的に導入していく必要があると考えられ

る。実際に平成 29年改訂中学校学習指導要領解

説理科編では全学年において自然災害に関する学

習が設置され，自然災害・防災に関する内容の充

実が図られている４）。また，文部科学省が発行し

た『学校防災のための参考資料「生きる力」を育

む防災教育の展開』には防災教育で育むべき資

質・能力を挙げており，①知識，思考・判断②危

険予測，主体的な行動③社会貢献，支援者の基盤

の３つを育成すべきだとしている５）。この資質・

能力の中で，主に理科教育が担う部分は①知識，

思考・判断の自然災害等の現状，原因及び減災等

についての理解だと考えられる（表１）。 

表１ 防災教育で育むべき資質・能力（知識，思考・判断） 

さらに育成すべき資質・能力を発達段階に応じ

て細分化しており，中学校段階において理科教育

が担う部分は災害発生のメカニズム理解だと考え

られる（表２）。 

表２ 中学校段階で防災教育で育むべき資質・能力（知識，思考・判断） 

知識 

思考 

判断 

自然災害等の現状，原因及び減災等につい

て理解を深め，現在及び将来に直面する災

害に対して，的確な思考・判断に基づく適

切な意思決定や行動選択ができる 

知識 

思考 

判断 

災害発生のメカニズムの基礎や諸地域の

災害例から危険を理解するとともに，備え

の必要性や情報の活用について考え，安全

な行動をとるための判断に生かすことが

できる 
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しかしながら，現在の理科教育における防災教

育は自然災害に関する知識の学習に偏っており，

防災的な視点は充分に育成できていない現状があ

る 6)。加えて学習法の確立や教材の開発なども課

題として挙げられている 7)。 

そこで本研究では，中学校理科における防災教

育で育むべき資質・能力，特に自然災害のメカニ

ズム理解と防災教育で最も重要視されている防災

意識の向上の育成を目指したカリキュラムの開発

とその検討を行うことを目的とした。 

この目的を達成するために，①中学校理科教員

志望学生への質問紙調査を行い，自然災害・防災

教育に対する認識や捉えを明らかにした上で，②

防災教育で育むべき資質・能力の育成を目指した

カリキュラム開発を行い，③授業実践を通してカ

リキュラムの有効性を検討することとした。 

 

２ 中学校理科教員志望の大学生を対象とした 

自然災害・防災教育の認識調査 

中学校理科において防災教育を導入するため

に，自然災害・防災教育に対する認識や捉えなど

を調査する必要があると考え，愛知教育大学の理

科専攻の学生 205名を対象に質問紙調査を行っ

た。調査項目として，（１）防災に関する学習経

験（２）自然災害への認識（３）防災教育に対す

る関わり方の３つを取り上げた。 

（１）防災に関する学習経験 

多くの学生が小学校・中学校段階において防災

に関する学習を経験していることがわかった。し

かしながら，理科や社会などの教科において学習

している学生はごく少数であり，避難訓練などの

災害時における行動に偏っているため自然災害の

メカニズム理解などの視点が欠けていることがわ

かった（図１，２）。 

図１ 防災教育を受けた場面（教科外、教科） 

 

 

（２）自然災害の認識 

自然災害の中で最も危険だと考えている自然災

害は地震，次いで津波であった。また最も身近だ

と考えている自然災害は地震，次いで台風であっ

た。 

（３）防災教育に対する関わり方 

中学校理科において防災教育を進めていく必要

性を感じているものの，これまで理科としての防

災に関する学習の経験をしていないため実施する

授業のイメージがもてていないということが明ら

かになった（図３，４）。これらの課題点は教員

向けの質問紙調査（渡邉（2006），川村（2008），

村山（2009）など）でも挙げられており，全国的

な問題点であることがわかる 8)~10)。                                                                                        

（４）質問紙調査のまとめ 

調査の結果から現状として理科の教科として防

災に関する学習はあまり行われておらず，避難訓

練などの単発的な活動が主に行われていることが

わかった。また，中学校理科で防災教育を実施し

ていくべきだと考えつつも，学習法や教材開発の

面で不安を感じていることが明らかになった。 

 

３ カリキュラムの開発 

現在，理科教育における防災教育は知識偏重の

授業が多く行われている傾向にあり，中学校段階

で育むべき「自然災害のメカニズム理解」には至
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図２ 防災教育を受けた場面（詳細） 

図３ 理科における防災教育の必要性 

図４ 防災教育を実施していく自信の有無 
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ってないと考えられる。また教科書の取り扱いで

も，自然災害に関する単元での学習活動は調べ活

動などが中心であるため，「自然災害のメカニズ

ム理解」はもちろんのこと「防災意識の向上」も

見込めない状況であると考えられる。また認識調

査の結果を受けて，理科という教科の枠組みの中

で防災教育を行いたいと考えながらも，学習法や

教材の活用の部分を懸念していることが明らかに

なった。このような現状を踏まえ，防災教育で育

むべき資質・能力，特に自然災害のメカニズムと

防災意識の向上をねらいとし，現在の行われてい

る自然災害に関する学習をベースとしながら防災

的な視点を導入したカリキュラムを地震・火山単

元，気象単元にて開発を試みた。防災教育におい

て学習者の主体性を高めるカリキュラムとして，

藤岡（2015）は，自然災害に対する動機づけ，防

災的な問いかけ，観察・実験，課題への取り組み

の４つの段階からなるカリキュラムを提案してい

る 11)。今回，開発するカリキュラムにはこの４

つの段階を主に取り入れつつ，新たに３つの視点

を加えることとした。１つ目は学習者を学習内容

に引き込む自然災害に関する資料の提示，２つ目

は自然災害のメカニズム理解を促進させるモデル

図やモデル実験の導入，３つ目は現実的な防災対

策を立案である。これらの視点を導入することに

より，自然災害のメカニズム理解と防災意識の向

上が見込めると考えた（図５）。 

 

図５ 開発したカリキュラムの概要図 

４ 地震・火山単元におけるカリキュラム開発

（１）取り扱う自然災害 

現行中学校理科教科書（学校図書，教育出版，

啓林館，東京書籍，大日本図書 全て平成 27年

検定）を分析したところ地震・火山単元で取り上

げられている自然災害は地震，火山，津波・液状

化であった。教材化の面，メカニズムの理解しや

すさなどを考慮した結果，本カリキュラムでは液

状化を取り扱うこととした。液状化現象は日本国

内の多くの場所で発生しうる自然災害であり建物

の倒壊など大きな被害を出す可能性が非常に高い

ため，防災教育の学習課題として適切であると考

えた。さらに現行の教科書にも液状化現象を実験

として行っていることからも主たる学習課題とし

て適切であると考えた。 

（２）開発した教材の特徴 

地学領域の特徴として定量的な観察・実験が困

難である点が述べられる。このため，得られた結

果を根拠として結論に導くために，対照実験を用

いることが多い 12）。これらを踏まえ，液状化が

生じやすい教材と生じにくい教材を開発し，対照

実験を実施することとした。 

液状化に関わっている要因として「構成する粒

の大きさ，硬さ，水分量」が関わっているため，

これらを変更する条件として導入した教材を作成

した。この実験を行うことにより液状化が生じに

くい地質の特徴を捉えることができるようになる

と考えた。また，液状化が生じにくい地質の特徴

を活用し液状化の被害を減少させるために手立て

を考える場面を設けることにより，日常生活との

関連性をもたせつつ，防災に対して積極的な姿勢

が育むことができると考えた。 

 

５ 液状化を題材とした授業実践 

開発したカリキュラム及び教材の有効性を検証

するために，平成 30年２月に国立大学附属N中

学校第３学年３クラス 90名を対象に，開発した

カリキュラム・教材を用いた１時間の授業実践を

行った。カリキュラムの評価は質問紙を用いて行

った。 

（１）実践の内容 

授業の導入では東日本大震災で生じた液状化に



よる被害の事例を挙げ，被害の多様さ・甚大さを

実感させた。その後自分たちが住んでいる地域も

液状化による被害を受けやすいことを説明し，液

状化に対して何か手立てを打たなければならない

ことを引き出した。そして「液状化からの被害を

最小限にするためにはどうしたらよいだろうか」

を授業目的とし，液状化が起こりやすい地質と起

こりにくい地質を比べる実験をさせた。対照実験

を通して液状化が起こるかどうかは粒の大きさや

硬さ，水分量が確かに関わっているということに

気づかせた。最後に液状化のメカニズムを活用し

てどのような対策を実際に立てるのかを考えさ

せ，知識を活用させ防災的な姿勢を養わせた。 

（２）結果と考察 

質問紙調査より，液状化現象の特徴の理解につ

いては，対応策を立てるという観点から液状化の

メカニズムを学習する場面を設けたことにより，

“液状化が起きやすい土地の特徴が分かった”“液

状化は地質が関わっているから，土地の特徴を把

握して，対応策を立てたい”などの考えが多数記

述された。さらに「液状化の発生メカニズムを理

論的に説明できますか」という設問では「できる」，

「どちらかといえばできる」と回答した生徒が事

前調査では 63％であったが，事後では 93％まで上

昇したことから液状化のメカニズム理解が促され

たと考えられる（図６）。 

 

また液状化の発生メカニズムを記述させ，表３

のような基準を設け，分類したところ図７の結果

になったことからも液状化のメカニズム理解が促

されたと考えられる。 

 

 

 

表３ 液状化の発生メカニズムの理解度の基準 

○ 

・地面が揺れることにより，土の粒の結び 

つきが弱まることが関係づけられている 

・土が沈み積もることにより地下水が地表 

から噴出することが関係づけられている 

△ 
・地面の揺れや土の粒，水に関する情報に着目

しているが正しく関係づけられていない 

× 
・地面の揺れや土の粒，水に関する情報に着目

していない 

 

防災意識については，一様に自然災害の現象を

学習するのではなく，現実に起こり得るならばど

うするのかを考える活動を取り入れたことによ

り，“日頃から地震による自然災害について考え

なければならない”“自分の家の地質などを調べ

て地震に備えたい”などの記述が引き出せた。さ

らに，「地震が要因となるその他の自然災害への

興味が湧いたか」，「身の回りで液状化が起こる

かどうか調べてみたいですか」という設問におい

て肯定的な意見を示した生徒が 68％，61％である

ことから，防災意識の向上が見られたと考えられ

る（図８，９）。 

 

以上の結果から，液状化現象の特徴の理解を高め

ることならびに防災意識を高めることができたと

考えられる。 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事後

事前

できる どちらかといえばできる

どちらかといえばできない できない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

調べてみたい どちらでもない 調べてみたくない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

興味が湧いた どちらでもない 興味は湧かなかった

0% 20% 40% 60% 80% 100%

○ △ ×

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事後

事前

できる どちらかといえばできる

どちらかといえばできない できない

図６ 液状化のメカニズムの理解度（質問紙） 
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図８ 地震などの自然災害への興味 

図９ 液状化に対する興味 
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図７ 液状化のメカニズムの理解度（記述） 



６ 気象単元におけるカリキュラム開発 

（１）取り扱う自然災害 

地震・火山単元において行った教科書分析を気

象単元においても同様に行った結果，取り上げら

れている自然災害は台風，高潮，竜巻，豪雨，豪

雪であった。教材化の面，メカニズムの理解しや

すさなどを考慮した結果，本カリキュラムでは台

風を取り扱うこととした。台風はその他の気象災

害と比べて学習課題としてよく扱われているため

教材として取り扱いやすく、また日本へ毎年接

近，上陸し恵みや災害をもたらす自然災害である

ため身近に捉えやすい気象災害だと考えられるこ

とから主たる学習課題として適切であると考え

た。 

（２）開発した教材の特徴 

名越（2000）は気象に関する学習の特徴を挙げ

ており，本来ならば生徒が自ら気象観測をし，観

測データから気象現象の法則性を発見することが

望ましいが，限られた観測だけから一般的な法則

性を見つけることが難しいと述べている 13）。ま

た林（2002）は科学的かつ総合的な結論へ導いて

いく中で，個々の観察・実験結果の意味よりもそ

れらを時間的，空間的に配置した場合の変化傾向

や規則性を読み取ることが重要だと述べている

14)。これらの視点に防災的な観点を加え，台風の

進路予測を題材とし様々な気象データを基に台風

の進路の変化傾向や規則性を見いだす教材を作成

した。今回用いた気象データを以下に示す（表

４）。 

表４ 台風の進路予測に用いるデータ一覧 

接近直前の

気象情報 

①３日間の天気図 

②偏西風（高層天気図） 

③学習課題に挙げた台風の１つ

前の台風経路図 

蓄積された

気象情報 

④過去５年分の台風の経路図 

⑤前年の全ての台風の経路図 

⑥平均的な台風の進路 

この教材を用いることにより，台風の進路を予

想することで災害による被害を事前に減らせると

いう防災的な意識を高めることができると考え

た。また台風が動くメカニズムを理解し，活用す

ることでより深い理解につながると考えた。 

 

７ 台風の進路予測を題材とした授業実践 

開発したカリキュラム及び教材の有効性を検証

するために，平成 30年９月に国立大学附属O中

学校第３学年４クラス 156名を対象に，開発した

カリキュラム・教材を用いて１時間の授業実践を

行った。カリキュラムの評価は質問紙を用いて行

った。 

（１）実践の内容 

授業の導入では近年発生した台風による被害の

様子が把握できるビデオを視聴させ，台風による

被害の大きさを実感させた。さらに台風の風速の

大きさを感じさせるために，家庭にある扇風機な

どの風速を測らせ，如何に台風による風が強いか

を体感させた。これらの活動を通して，日本に毎

年訪れる台風の進路を予測することができれば被

害を最小限におさえられるのではないかと問いか

け，これを授業課題とした。台風の動きのメカニ

ズムを説明し，台風の進路に関わっている要因に

ついて注目させた。この知識を基に，日本に近づ

きつつある台風の進路予測を行わせ，防災的な考

え方を身に付けさせた。 

（２）結果と考察 

台風の特徴の理解については，進路を予測する

という観点から学習をする場面を設けたため”台

風の特徴が分かったから進路が考えやすかった”

などの考えが多数記述された。さらに「台風の進

路がどのように定まっていくか説明できますか」

という設問において，「できる」「どちらかといえ

ばできる」と回答した生徒が事前調査では 43％

であったが，事後調査では 91％に上昇したこと

から台風の進路のメカニズム理解を促すことがで

きたと考えられる（図 10）。 
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図 10 台風のメカニズムに関する理解度 



次に防災意識については，被害や風速を実感さ

せた上で，台風の進路を予想させたことにより”

台風が来る前に安全を確保したい”などの記述が

見られた。さらに台風への関心を１～４（数値が

大きいほど台風への関心が強い）で設定し，授業

実践前後における台風に対する関心の変容を分析

すると，事前調査の段階でカテゴリー４の人数が

全体の約３割であったが，事後調査では全体の約

６割となったことから，生徒が台風に対して強く

関心を抱き，防災意識が向上したと解釈できる

（図 11）。 

 

図 11 台風に対する関心の変容 

＊カテゴリーの数値が大きいほど台風への関心が高いことを示す 

 

以上の結果から，台風の進路のメカニズムの理

解を高めること並びに防災意識を高めることがで

きたと考えられる。 

 

８ 研究のまとめ 

本研究では中学校理科における防災教育で育む

べき資質・能力，特に自然災害のメカニズム理解

と防災意識の向上を目指したカリキュラムを開発

し，授業実践を通して，その有効性を検証した。    

その結果，液状化に関するカリキュラムでは，

液状化のメカニズムを理解したうえで液状化の起

こりにくい地質の検討を行うことで，メカニズム

理解の面で成果がみられた。また課題として実際

に液状化対策を考える場面を設定したことに液状

化に対して積極的な姿勢を養わせることができ

た。 

次に台風に関するカリキュラムでは，台風が動

くメカニズムを整理した上でそれらを活用する課

題に取り組ませたことにより台風の進路に関する

理解の面で有効性がみられた。さらに事前に予測

することで被害を最小限にとどめることができる

ことができると気づかせる活動を取り入れたこと

により防災意識の面で成果が見られた。 

しかし，本研究では，資質・能力の評価を質問

紙調査のみで行ったため，十分な評価を行うため

には評価方法の再検討を行う必要があると考え

る。また，防災教育で育むべき資質・能力の育成

を充分に行うためには今回のような短期的な授業

実践だけではなく，教科横断的に中学校３年間を

通した防災教育の実践が必要だと考えられる 15）。

さらに今回は液状化と台風を題材としたが，それ

ら以外にも多くの自然災害があるため，それらを

含めたカリキュラムの開発も必要だと考えられ

る。 
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